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３　検討における課題








１　日常生活圏域について








●日常生活圏域は、平成18年度から、人口規模や公共交通機関の状況等を考慮して、各区を基本とし、いくつかの小学校区を組み合わせた21圏域を設定


●平成24年度から、日常生活圏域ごとに21の地域包括支援センターを設置するとともに、各区役所に基幹型包括支援センターを設置し、多様で複雑化するニーズをもつ高齢者へ幅広い支援を実施


●地域包括支援センター及び日常生活圏域のあり方について、平成33年度からの第８期堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定に向け、今年度からの3年間を計画期間とする第７期計画期間中に、高齢者人口、圏域のエリア、受託法人の有無、必要職員の人材確保、予算上の問題等を総合的に勘案し検討





（１）人材確保が困難


　医療や介護、福祉人材が不足する中、保健師等、社会福祉士等、主任介護支援専門員等の配置が必要とされる地域包括支援センターの人材確保も困難となりつつある状況がある。


（２）財政的負担の増加


現在の地域包括支援センター１か所あたりの年間委託料は、2千7百万円前後。増設や増員を検討する際には財政負担への考慮が必要となる。


（３）その他


平成２４年度から現行体制で運営しており、各地域包括支援センターが地域の関係団体とネットワークを作り協働して業務にあたっている。変更となれば、地域包括支援センターと地域の関係団体との関係を一から構築していく必要があり、総合相談支援における連携や地域活動の支援等に与える影響も大きいと考えられる。また、運営法人や担当圏域の変更に伴う市民や介護事業者への周知や引継ぎに係る業務負担も生じる。








４　見直しの方針








２　日常生活圏域及び地域包括支援センターのあり方検討の背景





市民や介護事業者への影響を考慮し、高齢者人口や圏域の範囲、課題などを総合的に勘案しながら下の方針で見直しを行う。


（１）高齢者人口の不均衡の解消　（２）地理的条件や地域の活動単位の尊重　（３）市民や介護事業者への影響を考慮








（１）高齢者人口の増加


高齢者人口が増加しているが、それ以上の伸び率で相談件数が増加している。地域包括支援センター職員を１名増員したが、今後も業務量の増加が見込まれる。
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　※　各センターの件数は「別紙　相談件数と高齢者人口の推移」参照


（２）日常生活圏域の範囲（平成30年9月末現在）


圏域の高齢者人口や小学校区数、地理的・公共交通機関の状況にばらつきがある。


・認定者数　：2,034人（南第１）～3,498人（西第２）　約1.7倍


・高齢者人口：9,069人（堺第３）～13,958人（西第２）　約1.5倍


・小学校区数：3校区（北第４）～6校区（南第３）　最大2倍


（３）超高齢社会に対応するための地域包括ケアシステムの推進に関する条例


地域包括ケアシステムの構築を進めるため、自助・互助・共助・公助の考え方に基づき、市や医療介護等関係者、市民などの役割や、市の取り組みについて定めた条例を制定し、平成３０年１０月１日に施行した。


介護保険法で規定される地域包括ケアシステムとは、高齢者ができる限り住み慣れた地域で、自分らしく暮らし続けることができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び日常生活支援が包括的に確保される体制のことであり、地域包括支援センターは、地域包括ケアシステム実現に向けた中核機関として位置付けられている。


また、条例付帯決議において、『地域包括ケアシステムの要となる地域包括支援センターについては、専門職の人材確保と着実な業務運営が行えるよう現状調査を実施した上で、具体的な方策を示すこと。また、現在の２１カ所の圏域を見直し、拡大を図ること』を求められている。














５　対応案








（１）担当する日常生活圏域の範囲の見直し


　地域包括支援センターの業務量の増加を鑑み、一定の条件に該当する場合には、担当する日常生活圏域の範囲の見直しや分割を検討する。


（２）地域包括支援センターの体制強化


相談件数の増加や地域包括ケアシステムの構築のため、地域包括支援センターの体制強化を図るに当たっては、次の方法が考えられる。


① 地域包括支援センターの増設


高齢者人口や小学校区数の不均衡を解消するため、地域包括支援センターを増設


② ブランチ・サブセンターの設置


高齢者人口の不均衡を解消するため、ブランチ・サブセンターを設置する。


ブランチ・サブセンターとは住民の利便性を考慮して地域の住民から相談を受け付け、集約した上で地域包括支援センターにつなぐための窓口（ブランチ）や支所（サブセンター）のこと。初期段階の相談対応業務等を、地域包括支援センターと協力、連携のもとに実施する。


③ 地域包括支援センターの人員体制強化


現行の地域包括支援センターの体制は維持し、職員数を増やすことで、体制を強化する。


④ 基幹型包括支援センターの役割の明確化


地域包括ケアシステムの基盤づくりにおいて重要な介護予防や認知症施策の推進などにおける基幹型包括支援センターが担う役割を具体的に位置づけ、地域包括支援センターと基幹型包括支援センターの役割分担を明確化し、より効率的・効果的な運営を図る。


（３）地域包括支援センターの公募制導入による質の向上


公平性の確保及び地域包括支援センターの質の向上を図るため、定期的に地域包括支援センターの運営法人の公募を行うことを検討する。


政令市の状況


〇定期的に公募を実施　６市　　〇不定期に公募を実施　１０市（日常生活圏域の見直し時等に実施） 　〇実施していない　４市





今後のスケジュール　◆平成31年３月20日　平成30年度第3回運営協議会（担当圏域、包括の体制案の検討及び公募制導入説明）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※部会を設置し、議論の機会を拡充し、検討を推進する予定


　　　　　　　　　◆平成31年第1回～第3回運営協議会（担当圏域の設定案、包括の体制案承認、募集要項承認、選定部会設置）


　　　　　　　　　◆平成32年4月～　利用者、関係機関等説明。包括公募








